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第３章 計画の方針 

 

第１節 基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市では、少子高齢化による人口減少が進みつつあり、今後、空き家が増加

することが予測されています。 

適切な管理が行われていない空家等がもたらす問題を解消するためには、第

一義的には空家等の所有者等が自らの責任により的確に対応することが前提と

なります。 

しかしながら、空家等の所有者等が、経済的な事情等から自らの空家等の管

理を十分に行うことができず、その管理責任を全うしない場合等も考えられま

す。 

そのような場合においては、所有者等の第一義的な責任を前提にしながらも、

住民に最も身近な行政が主体となり、地域の実情に応じて、地域活性化等の観

点から空家等の有効活用を図る一方、周辺の生活環境に悪影響を及ぼす空家等

については所要の措置を講ずるなど、空家等に関する対策を実施することが重

要となります。 

また、空家を単に「住宅、建築物」として捉えるのではなく、空家の発生原

因やその解決策は、「人の心」の中にあることを前提として、行政として所有者、

近隣住民の方の双方の立場に立った相談体制を構築し、対応していくことが必

要になります。 

このようなことを踏まえ、基本理念に基づき、空家問題の解決に取り組んで

まいります。 

 

 

 

 

 

基本理念： 

現計画：佐倉市の活力維持・向上を目指して、総合的に対策を推進していきます。 

案１「人と自然が調和した安心して暮らせるまち」の実現 

案２ 良好な住環境の整備の推進。 

案３ 空家所有者、地域コミュニティ、関係団体、行政が連携したまちの実現 
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第２節 ３つの基本方針 

 

前回計画に引き続き空家等にしない＜予防の推進＞、空家等を地域の資源とと

らえた＜活用の促進＞、さらには管理がされずに放置された危険な空家等に対

応する＜安心・安全の確保＞を３つの柱として基本理念の実現のための対策を

推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空家等対策の３つの基本方針 

＜空家発生の抑制＞・・・予防の推進 

地域と連携し、空家等の実態把握に努めるとともに、所有者等に対し、適正

管理の考え方や管理不全による諸問題、相続等による不動産の円滑な承継等に

かかる周知徹底を図るなかで、責任意識の向上を目指しながら空家化の抑制及

び予防に努めます。 

 

＜地域の資源としての活用＞・・・活用の促進 

空家等の活用や流通を促進するため、建築、不動産、法律等の幅広い分野の

専門家との連携のもと総合的な窓口として対応できる相談体制を整備するとと

もに活用に向けた取り組みを進めます。    

 

＜管理不全で放置された危険空家等の対応＞・・・安心・安全の確保 

管理不全状態にある空家等については、現地調査や所有者確認を行い、必要

であれば空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく助言、指導、勧告、命

令などの必要な措置を講じます。 

 

 

地域資源

としての

活用 

管理不全、

危険空家

の対応 

 

空家発生

の抑制 
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第３節 主体ごとの役割と連携 

 

安心して暮らせるまちの実現には、所有者やその家族が取り組む（自助）、自

治会などの地域コミュニティ、司法書士などの専門家、不動産事業者等の関係

団体が協働により取り組む（共助）、そして、それらが円滑に進むよう啓発、支

援、環境づくりを行うとともに、法に基づいた措置等の行政でなければ解決で

きないことに取り組む （公助）ことが必要です。 

それぞれの主体が役割に応じて相互に連携、協力し、空き家を解消し、安心

して暮らせるまちを実現することを本計画の「基本理念」として掲げ、総合的

な空き家対策を推進します。 

 

 

 

   

市民、自治会、 

町内会 

関係団体 

・宅地建物取引業団体 

・司法書士協会 

・シルバー人材センター   

・高校、大学 等 

協働 

佐倉市 

・空家予防の取組 

・管理不全空家の対策 

・管理不全空家の相談受付 

・空家活用の相談受付 

協力 

情報の把握 

見守り 

働きかけ 

支援  

啓発、支援、

指導 

相談 

相談 

所有者 

・空家の適正な管理 

・売買、賃貸の検討 

・修繕、解体の実施 

・相続手続きや登記 

協力 
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第４章 方針に基づいた施策の展開 

 

 

 

第１節 空家の調査 

１ 住宅・土地統計調査  

本市の空家の件数や空家率に関しては、国が５年ごとに実施する「住宅・土

地統計調査」の数値に基づき、本市の空家の状況を把握、施策を展開します。

また、必要に応じて空家の実態調査やアンケート調査を実施します。 

 

２ 実態調査 

平成２５年に行った調査では、市内の住宅が約５３，０００戸で、その内、

空家は約２，１００戸、空家率の推定値は約４％でした。令和４年度の調査で

は、住宅数約５４，０００戸、その内、空家は約２，３００戸、空家率の推定

値は、約４．３％となり若干増加しています。 

※同調査は、市内全域を実地調査したものではなく、資産税課の保有する家

屋情報と市民課の保有する住民基本台帳上のデータを突合し、突合しない住宅

のうち一定条件のものを空家候補とし、その中から地区や造成時期を考慮して

８地区を選定し、現地の調査を行ったものです。 

 

３ 自治会アンケート調査 

 市内全域の各自治会等の地域団体代表者を対象に下記の空家の実態調査を行

いました。 

・対象団体数と回収率 

 【平成２５年度】 【令和４年度】 比較 

送付数 ２６６通 ２６７通 ＋ １ 

回収数 ２３１通 ２１８通 －１３ 

回収率  ８６.８％ ８１.６％ －５.２％ 

 

・団体内に空き家がありますか。 

 【平成２５年度】 【令和４年度】 

・「はい」と回答した団体 １６６件（７２％）   １４２件（６５％） 

・「把握していない」と回答 ４２件（１８％）  ２４件（１１％） 

・「いいえ」と回答  ２２件（１０％） ２５件（１１％） 

・無回答   １件（ ０％）  ２７件（１２％） 
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・空家がある場合、おおよその軒数をご記入ください。 

 【平成２５年度】 【令和４年度】 

・佐倉地区（佐倉・内郷） １９８軒（２１％） ２３８軒（２４％）  

・南部地区（根郷・和田・弥富）   １３０軒（１３％） １４０軒（１４％） 

・志津地区（志津・ユーカリ）  ４３０軒（４５％） ３３７軒（３５％） 

・臼井地区（臼井・千代田 ２０３軒（２１％）   ２６２軒（２７％） 

合     計 ９６１軒  ９７７軒 

 

  

４ 取組方針 

 空家率をみると住宅・土地統計調査では、０.１％の増加、佐倉市の空家の実

態調査によると空家は０.３％の増加となっております。また、自治会等のアン

ケート調査によると団体内に空家があると回答した団体が２４団体が減った一

方で空家の軒数は１６件増加していることがわかります。 

上記調査の結果から佐倉市の空家対策が一定の効果があることがわかる一方

で平成２７年と令和２年の国勢調査の数値から人口減少率は約２.３％、高齢化

率は４.１％の上昇しており、今後も人口減少や少子高齢化は進んでいくことが

予想されます。そのため、現在の空家対策を継続、一層の推進を行うとともに

新たな施策を行う必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  区 分   

年次 

総  人  口 年  少  人  口 生産年齢人口 老  年  人  口 

実 数 
構成比

(%) 
実 数 

構成比

(%) 
実 数 

構成比

(%) 
実 数 

構成比

(%) 

平成 27 年 172,739 100.0  20,505 11.9  102,334 59.4  49,464 28.7  

令和 2 年 168,743 100.0  18,605 11.0  94,870 56.2  55,268 32.8  
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第２節 空家等対策の具体的取り組み 

 

佐倉市は、他市と比べ戸建て住宅の割合や持ち家率が高いことから、今後、

空家の増加が懸念されています。そのため空家になる前の段階から本人や家族

の間で住宅をどのように管理していくのか事前に話し合っていくことや定期的

にメンテナンスを行うことで住宅の価値を保つことや空家を循環させるような

仕組みづくりを行い空家を長期化させないような取組みが必要です。 

 

施策１ 空家発生の抑制・・・予防の推進 

 

（１）市民意識の醸成・相談体制の整備 

空家の対策を進めるには、空家についての意識を広く市民の間で醸成するこ

とが必要となります。 

とりわけ、所有者にとっては空家とすることで維持管理等の負担が生じると

ともに周辺に迷惑を及ぼしかねないこと、地域にとっては空家の増加によって

防災や防犯等の面で地域の住環境に悪影響が生じるおそれがあることなど、空

家に関する問題意識を高めることが空家の発生抑制につながるものと考えられ

ます。 

このため、関係部局や関連団体、地域等が連携し、様々な手段や機会を通し

て、市民に対する周知・啓発・相談ができる体制を整備します。 

また、空家が発生し放置される要因として、所有者の死後、相続が適切に行

われず、多数の相続人が生じるなどした結果、住まい手が不在となることはも

とより、管理者意識が乏しくなる、意思決定が困難になるといったことが挙げ

られます。 

こうした状況を予防するため、高齢者世帯やその子供の世帯を対象として、

所有者が存命中に住まいを次代へ適切に引き継いでいくための働きかけを検討

します。 

  

① 市民への情報発信 

こうほう佐倉やリーフレット、佐倉市ホームページ、広報番組等により、

市民に対して広く情報発信や意識付けを行います。 

 

② 地域を単位としたきめ細かな対応 

自治会等の主体的な取組みを支援する事業を検討するとともに、地域の各

種組織・団体と連携し、地域を単位とした啓発活動や勉強会等の実施を検討

します。 
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③ 生前相続対策の推進 

高齢者向け講習会や高齢者サロン等、様々な機会を活用し、高齢者世帯や

単身高齢者等を対象に「終活」の一環として住まいを適切に引き継いでいく  

ための必要性や意義について働きかけを行うことを検討します。 

また、住まいを引き継ぐという観点からも生前から相続の相談に応じるこ

とができる窓口や体制等の整備を検討します。 

 

④ 相続登記の推進 

所有者の死後、建物の相続登記がなされずに管理者や所有者が不明確とな

り、そのことが空家の長期化を招く要因のひとつになっています。令和６年

４月１日から相続登記申請の義務化されることにともない相続発生時に速や

かに登記の名義変更ができるよう、相続が発生する前の段階から制度の周知

を行います。 

 

 ⑤不動産関連団体との連携した空き家・不動産の相談体制の強化 

 不動産事業者の組合である千葉県宅地建物協会印旛支部と全日本不動産協会

千葉県本部の協力をいただき空家だけでなく、空家になる前の段階で管理、売

却、賃貸などの活用方法について提案できるような相談会を定期的に行います。 

 

 ⑥おくやみハンドブックへ掲載 

 所有者がお亡くなりになったときに、市民課で死亡届を受理する際にご遺族

の方が行う手続きを冊子にしてご案内する「おくやみハンドブック」の中で空

き家バンク制度や不動産登記に関する案内を掲載します。 

 

（２） 住宅ストックの良質化の推進 

住まいとしての規模や性能が不十分であると、住み続ける、または住み継ぐ

ことが難しく、そうしたことが空家等を生み出す要因のひとつになっています。 

このため、新築・既存を含め、住宅ストックの良質化を推進することが、将

来的な空家化の抑制にも繋がるものと考えられます。 

現在、既存住宅については、耐震化支援制度や中古住宅リフォーム支援事業

等により質の向上の推進に努めています。 

今後は、引き続き、これらの取組みを推進するとともに、特に以下の点につ

いて拡充等を検討します。 

 

① 既存住宅の質の向上 

国・県・市あわせ、既存住宅の質の向上を目的とする様々な支援制度があ

り、市役所のなかでも耐震、浄化槽、浄水器、省エネルギー関係の補助制度
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所管部署が異なるなど、利用者にとっては分かりにくい状況にあります。 

このため、それらを一元的に発信・対応する窓口やパンフレットを設置す

るなどの方策を検討します。 

また、安心安全の確保、ストック型社会への対応等の視点からも、国の中

古住宅・リフォームトータルプランの進展等を踏まえつつ、支援制度の更な

る拡充について検討します。 

 

② 「空家等活用促進区域」の検討 

狭隘道路においては、再建築が困難等の理由から空家等が発生し老朽化が

進行するなど、それぞれの問題は密接に関連しています。空家等対策の推進

に関する特別措置法の改正に伴い、「空家等活用促進区域」の制度が創設され、

一定の条件のもと市街化調整区域の用途変更や接道規制の緩和により建替え

等が可能となるため関係各課と情報の共有、協議を行い、一体的に対策を進

めていきます。 

 

③住宅相談協議会 

市民から住宅の増改築や耐震相談があった場合、（社）千葉県建築組合連合会

佐倉支部、（社）千葉県建築士会佐倉支部、（社）佐倉市建設業防災協会、佐倉

商工会議所、佐倉成田民主商工会、千葉土建一般労働組合佐倉支部、(公社）千

葉県建築士事務所協会印旛支部で構成する「佐倉市住宅相談協議会」に対応を

依頼し、住環境の維持向上を図ります。 

 

④耐震診断・耐震補強工事への補助制度  

 耐震基準に満たない戸建木造住宅を減らすことを目的として耐震診断や耐震

補強リフォーム、耐震シェルターの設置に関する補助制度の周知を行い、安全

で良好な市街地の形成、災害対策の推進を行うとともに住宅の価値の向上を図

ります。 

 

（３）住宅の管理制度の活用やその他の取組の周知 

住宅の所有者が高齢化し、空家の管理ができない場合の管理や活用の補助制

度や生前から所有権を移す制度など住宅を資産として活用しつつ、住み続けら

れる制度や相続した空家を譲渡する場合の税制上の特例措置等を周知し、関係

機関との連携をはかります。 

 

①財産管理制度等の周知 

認知症などにより判断能力が低下した場合の備えとして成年後見、家族信託、

リバースモーゲージ、リースバックなど住宅の管理や処分を子供や第三者が行
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う制度を活用することにより住宅に住み続けることや資産としての活用できる

仕組みの周知を行います。 

 

②空家の譲渡所得の３０００万円特別控除の周知 

 相続または遺贈により空家を取得し、一定期間内に売却した場合など定めら

れた要件に当てはまる場合は、譲渡所得の金額から３０００万円を控除し、譲

渡所得税の減額または、免除が受けられる制度があります。相続発生後、空家

を速やかに売却することが相続人にとってメリットがあることを市のホームペ

ージやパンフレットで周知を図り、空家が長期化しないよう周知を行います。 

 

③福祉部局と連携した空家発生防止対策の実施 

介護保険制度を利用し、施設に入所している高齢者やその家族、地域包括支

援センターなどを通して空家の発生防止や、活用策の提案として空家啓発パン

フレットや空き家バンクのパンフレットの配布を行います。 

 

（４）良好な住環境の保全・形成の推進 

個々の住宅対策に留まらず、それぞれの地域において、コミュニティの維持・

活性化を含め、安心して住み続けられる良好な住環境の保全・形成を進めるこ

とが、定住を促し、ひいては空家等の発生抑制につながると考えます。 

また、まちづくりの中でそれぞれの地域の将来像を考えることは、地域自ら

が空家等の問題を認識し、その対応策を検討する契機ともなります。 

このため、地域が主体で取り組む様々な分野でのまちづくりを引き続き推進

するとともに、それらと空家等対策を連携して進めることができるような取組

み等について検討します。 

 

施策２  地域の資源としての活用・・・活用の促進 

 

（１）活用・流通のための環境整備 

市内全域に存在する空家等の活用・流通を促進するには、市場の機能を生か

すことが有効かつ必要となります。そのため、流通を阻害する要因をなくすな

ど、市場が機能しやすい環境を整備するための取組みを行います。 

また、近年、全国的に個人の投資家が割安な空家を購入・リフォームし、賃

貸住宅として貸し出すなど事例が増えています。佐倉市にも投資家からの問い

合わせが増えており、空家の解消に向けて需要に沿った施策の展開や情報発信

が必要となります。 

空家等が老朽化し、放置される主な要因のひとつに、所有者にそもそも活用

等の意向がないことが挙げられます。また、所有者の家屋に対する思い入れが
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強く、手放されない状況も影響しています。本市では、空家等のうち、市場に

流通していない空き家も多くみられるため、広く市民意識の醸成・啓発を行う

こととあわせ、地域での働きかけなどを通して、活用意向の掘り起こしや動機

付けを行っていきます。 

 

①各種住宅補助制度の実施 

佐倉市では、近居・同居住替支援事業、中古住宅リフォーム支援事業、戸

建賃貸住宅家賃補助事業、中古住宅解体新築事業、空家バンク賃貸登録物件

リフォーム事業等の補助制度を活用し、空家の解消に努めるとともに定期的

に補助の対象や金額の見直しを行い、効果的な施策となるよう努めます。 

 

(２）地域による空家等活用への支援 

空家を利用して子ども、高齢者の居場所づくり、コミュニティの再生など地

域の抱えている課題の解決を行う地域団体を支援します。 

市で実施している「空き家・空き地バンク事業」は、老朽化や再建築等の問

題から流動性が著しく低い物件についても積極的に掘り起こしを行い、市場に

流通する仕組みを検討します。 

 

①空家等地域貢献活用支援事業制度の活用 

空家等を地域貢献に役立てたいという意向をもつ所有者が少なからず存在す

る一方、地域によってはコミュニティの活動・交流の場所が必ずしも十分とは

いえない状況にあります。 

こうした点に鑑み、高齢者の居場所づくりに対する助成制度（地域サロンや

デイサービス）等との関係も踏まえつつ、空家等を地域資源として捉え、自治

会やまちづくり協議会などの地域コミュニティが公共的な利用・管理を行う場

合に物件の検討や所有者とのマッチングや改修費・運営費等を支援することを

目的として同制度を活用し、地域課題の解決に努めます。 

 

②空家の寄付制度の検討 

自らの死後、空家等を地域等に寄付したいとの意向を持つ所有者や老朽化し

た空家等の所有者が空家の解体費用を負担できないため市に寄付したいとの申

し出が一定数あるため、寄付制度や寄付された空家等の活用、売却、または除

却する制度を検討します。 

 

（３） ＮＰＯ等による空家等活用への支援 

空家等にはさまざまな価値や活用法があるため、地域で活用されなくてもそ

れに価値を見出した人により活用される場合があります。今まで当該空家等に
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関係のなかった人が、空家等を新たな生活の拠点や店舗等として活用すること

で、地域の活性化につながる事例も見受けられます。 

また、現在まで地域を守り発展させてきた背景には「地域の結びつき」とい

うものがあります。市内各地域でも農作業や地域活動等において受け継がれて

きていますが、空家等の活用にはなかなか生かされない状況にあります。 

しかしながら、空家等の価値を共有した人や団体が、地縁によらない「新し

い結びつき」のもとで活用を行っていく取組みも空家等活用の有効な手法だと

考えられます。 

そういったことから、ＮＰＯ等が空家の活用や改修を行う際にも支援ができ

る仕組みを調査・検討します。 

 

（４）さらなる需要喚起のための取組み 

佐倉市に住みたい、古民家に住みたいなど、本市では空家等の活用について、

一定の需要は見込める状況にあるものの、人口減少が予想されるなか、今後に

向けて、さらなる需要を喚起・創出するための取組みが必要だと考えられ、す

でに取組みを進めている佐倉市空き家バンク事業の強化が必要となります。 

空き家バンク制度の更なる活用としてこれまでは、移住施策の一環として空

き家バンク制度を捉えていたため移住や２地域居住（別荘等）する方に対象を

限定していましたが新たな空き家の購入者へのアプローチとして一般の方は購

入を希望しない低価格帯の空き家を購入し、賃貸事業を行う投資家などが一定

数いることから、空き家バンク制度の利用を投資家や不動産事業者が購入でき

るよう制度を改正し不動産取引の活性化を図ります。 

 

（５）佐倉フィルムコミッション事業との連携 

佐倉の魅力推進課では佐倉の魅力を国内外に広く発信し、市の知名度向上、

交流人口の増加を目的として映画やドラマ CM 等の撮影地を紹介する事業を行

っています。 

 従前は、市役所や旧堀田邸、武家屋敷や公園などの市所有の施設を中心とし

てロケ地の紹介を行っていましたが、近年は、シビックプライド（自分自身の

まちに主体的に関わり、まちを良くしていこうとする気持ち。まちへの誇り。）

の醸成に寄与するプロモーション活動の一環として、市が所有する建築物以外

の撮影も支援しています。 

 

撮影実績 

平成 30年度 令和元年度 令和 2 年後 令和 3年度 令和 4 年度 

57 件 57 件 17 件 38 件 93 件 
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佐倉市空き家バンクに登録のある物件や再建築ができないなど活用が困難な

空家を撮影候補地として紹介し、空家の活用を図るとともに所有者に撮影料が

入るような支援を行います。 

 

佐倉市空き家バンク登録物件を使った撮影風景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 - 14 - 

 

施策３  管理不全で放置された危険空家等の対応・・・安心・安全の確保 

（１）適正な管理の促進 

自主的な対応を行う空家等所有者への支援や、放置を続ける所有者への法的

措置など、空家等の状況に応じた適切な対策について、総合的かつ包括的に推

進します。 
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〈管理不全な「放置された空家等」〉 

管理不全な「放置された空家等」は、周辺環境へ及ぼす影響が大きいため、

早急な対策が必要です。 

家屋の状態を悪化させないための空家等の適正管理の徹底や、影響を排除

するための改善・除却など、所有者による自主的な取り組みを促進するため、

あらゆる対策を推進します。 

 

〈老朽化した「危険な空家等」〉 

老朽化した「危険な空家等」については、周辺居住環境へ及ぼす危険性を

速やかに除却する必要があるため、特別措置法の定めるところにより前述の

対策に加えて、迅速かつ強力に対策を推進します。 

 

   所有者等の速やかな把握 

・市民や地域の協力を得て、空家等に関する情報を積極的に収集する。 

・庁内での情報の共有化を図ります。 

・所有者調査を速やかに行います。 

   所有者等による適正管理の徹底 

・空家等の適正管理、相続時における管理者の決定や登記等について所

有者への啓発を行います。 

・空家等の管理を代行する業者との連携を強化を図るとともに、啓発に

努めます。 

   自主的な改善や除却等の促進 

・法律に基づく指導や勧告等を強化します。 

 

行政による空家等の除却は、個人の財産を侵害することになるため、「空家等

対策の推進に関する特別措置法」第１２条の規定により情報の提供、助言、そ

の他必要な援助を行い、適切な管理改善を促すことを基本とします。 

改善の見通しがない場合、特定空家等の認定をはじめ、法に基づく実効性の

ある改善指導を行い、市民の安心・安全な生活環境を確保していきます。 

令和５年に同法が改正されたことに伴い第１３条で放置すれば将来、特定空

家となるおそれのある空家を「管理不全空家等」に認定し、指導、勧告を行う

ことができるようになりました。また、地方税法の改正により制度上、特定空

家に対してのみ可能であった固定資産税の住宅用地特例の解除も可能となりま

した。なお、管理不全空家の認定に関しては、国の指針に基づき行っていきま

す。 

また、財産管理人による空家の管理処分が可能となったため、関係部署、関

係機関と連携し、基準の作成や効率的な運用を検討します。 
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（２）民法、不動産登記法等関係法令改正の周知 

民法２３３条が改正され、空家の竹木の枝が隣家に越境した場合、所有者に

催告したが切除しないとき、所有者の所在がわからない場合は、急迫の事情が

あるときは枝の切り取りができることになりました。 

今後、相続登記の義務化や申告制度、所有不動産記録証明制度、住所変更登

記の義務化、職権登記制度など空家等の解消に向けた法制度の周知及び活用を

図り空家の解消に努めます。 

 

（３）特定空家等の対応 

①特定空家等の早期把握 

空家等が長期間放置され、管理不全状態が進行すればするほど課題解決が困

難となります。 

このため、早い段階から、空家等の状況把握に努めるとともに、所有者に働

きかけることができる仕組みを整備します。 

また、建築物の所有者に対し、適正管理についての意識を醸成し、所有者の

責務について認識してもらう取組みを実施します。 

特定空き家の認定に当たっては、国の示す、ガイドラインや現地調査を行い

危険度を判定し、佐倉市空家等対策協議会において特定空家の認定に関する意

見聴取を行います。また、必要に応じて助言、指導、勧告、命令、代執行等、

その後の対応を協議することとします。 

 

 

②所有者による特定空家等の除却の支援 

空家等は、個人の財産であり行政による解体は財産権を侵害することになる

ため所有者自身が解体することが原則となります。 

そのため、空き家所有者による解体を促進するため特定空き家に指定される

前の段階において所有者が自ら解体する際に補助金を交付する制度の創設を検

討します。また、適正に空き家を管理している所有者との公平性を担保するた

め、特定空家、管理不全空家として「勧告」を受け「小規模宅地の特例」を解

除され、固定資産税が増額された税金を補助の財源とすることを検討します。 
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（４）跡地利用  

計画性や目的もなく空家等だけの除却を進めると空地が増加し、それらが適

切に管理をされないと、別の問題を引き起こすことにつながります。 

このため、特定空家等対策として除却を進めるに当たっては、跡地を管理不

十分な空地のまま放置させず、さらには良質な土地利用を促すため、以下の取

組みを行います。 

 

① 地域等による活用への支援 

地域のまちづくりの中で、地域コミュニティが空家等の除却跡地を広場や菜

園等として共同利用・管理する場合に、空家等の除却に加え、跡地の整備や運

営等を一括して支援する仕組みを検討します。 

その際、跡地の利用方法については、地域のニーズを踏まえて柔軟に対応す 

るものとし、利用・管理主体は、地域との連携を前提にＮＰＯ等でも可能とす

る方向で検討を行います。 

 

② 小規模宅地隣接地取得支援事業の周知 

小規模宅地では、一定以上の居住水準を有する住宅へと建て替えることが困 

難であり、とりわけ小規模宅地が連担する密集市街地においては、それが建物

更新を滞らせている要因のひとつとなっています。 

こうした点を解消するため、令和２年度から敷地面積１３５㎡未満の住宅の

隣接地を購入する方を対象とした補助制度を創設したため、積極的な周知を行

います。 

 

③ 空き家・空き地バンク制度の活用 

 平成３０年４月から空き家だけでなく空き地も空き家バンク制度に登録する

ことができるよう制度を改正したため、空き地の積極的な活用を支援します。 

 

④ 相続土地国家帰属制度の活用 

相続又は遺贈によって宅地や田畑、森林などの土地の所有権を相続した人が、

一定の要件を満たした場合に、所有者が１０年分の管理費相当額を負担して土

地を国に帰属させる制度の周知を図ります。 
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第５章 空き家対策の推進と実施体制  

 

第１節 空家等対策協議会 

 

佐倉市空家等対策計画の策定、実施、進捗状況の管理を行うことを目的とし、

具体的には、特定空き家の認定や対応策の協議、空家等地域貢献活用支援事業

の実施に関する協議を行います。また、関係法令の改正や統計調査の数値をも

とに適宜計画の変更、施策の実施等について協議を行います。 

 

第２節 実施体制 

（１）庁内の実施体制 

空家等については、関係法令が多岐にわたるとともに、対応のあり方も状況

によって異なるため、複数の関連する部署や機関が連携して対応する必要があ

ることから、その連携を緊密かつ持続的に行うことができるよう、ルールを整

備します。 

 

 

 

部署名 所管内容 

秘書課 広聴に関すること 

広報課 広報に関すること 

資産税課 空家等の固定資産税の賦課に関する情報提供及び特定空き家、管

理不全空家の賦課に関すること 

市民課 所有者の所在または相続人に関する情報提供 

健康保険課 国民健康保険、後期高齢者医療制度利用者等の情報提供 

社会福祉課 生活保護制度利用者等の情報提供 

介護保健課 介護保険制度    〃 

佐倉の魅力推進課 空き家バンク制度、住宅補助制度の周知及び佐倉フィルムコミッ

ション事業における空き家の活用 

生活環境課 害虫の駆除、空き地の適正管理の依頼 

廃棄物対策課 空家のごみの処分に関すること 

土木管理課 空家の草木の越境に伴う市道の管理に関すること 

建築指導課 建築物またはそれに付随する工作物の管理や補助に関すること 

危機管理課 防災に関すること 

経営企画課 水道の利用状況、契約状況の情報提供に関すること。 
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（２） 関係機関等との連携 

 危険な空家の対応に関しては、警察・消防と連携を行い速やかに状況の改善

を行うとともに、空家の所有者等の情報について郵便局、電気・ガス供給事業

者等の民間事業者と連携し、把握に努めます。 

  

また、民間事業者や専門家が組織する各種関係団体との連携に加え、市場で

の流通促進を図るため、個々の事業者が取組みに参画しやすい環境を整備する

など、民間事業者との連携を図っていきます。 

 

（３）空家等管理活用支援法人の検討 

令和５年度の空き家等対策の推進に関する特別措置法の改正で自治体や所有

者へのサポート体制を構築するために「空家等管理活用支援法人（空き家の情

報提供、相談対応、空き家管理、所有者探索等）」制度が創設されたことから、

市内の空家の発生状況や活用方法に応じ、団体の指定、制度の活用を検討しま

す。 

 

第３節 進捗管理 

 

１ 計画内容の見直し 

 

（１）基本的な考え方 

本計画は、空家等対策の実施に関し必要な事項を定めておりますが、社会情

勢の変化や市民ニーズの変化等により新たな視点から活用方法を検討する必要

性も見込まれるため、定期的にその内容の見直しを行い、適宜、必要な変更を

行うように努めるものとします。 

 

（２）具体的な取組み 

計画期間が終了する令和１５年度に、国勢調査や住宅土地統計調査等による

統計資料および空家実態調査等を踏まえ、具体的な取り組みなどの計画内容に

ついて見直しを行い、計画を改訂します。 

なお、前述に係らず、上位計画の変更及び社会情勢の変化等により必要があ

る場合には随時計画内容の改訂を行います。 

 

２ 空家等に対する他法令による諸規制等 

 

（１）基本的な考え方 

管理不全な空家等に対しては、この法律に限らず、建築基準法、消防法、道
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路法等の目的に沿って適正に措置を講じる必要があります。他法令を所管する

関係機関等と連携を図り、それぞれの具体な事案ごとの状況や効果的な対応手

法を総合的に勘案したなかで適用法令を選択していきます。 

計画は、その策定過程が重要であると同時に、策定後においても着実に進め

ていくことが重要であることから、計画の進捗管理と事業の評価が大切になり

ます。そのための体制を確実に整備し、計画の実現に努めます。 


